








































































平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
日　本 93日 105日 83日 128日
米　国 97日 87日 104日 75日
シンガポール 82日 70日 80日 68日
インドネシア 30日 32日 30日 36日
中　国 56日 43日 40日 33日
その他 7日 28日 28日 26日








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（38）上告審最高裁平成 2年 3 月23日第二小法廷判決（集民159号339頁）において、か
かる判断は維持され確定している。
（39）第一審神戸地裁のロジックは、自家用車が「生活に通常必要な動産」に該当する
所得税法上の「住所」概念（臼倉）　75
ことから、かかる譲渡損失はなかったものとみなされるというものであるから、控訴
審大阪高裁とは結論は同じであるものの、その判断の枠組みは異なる。
（40）厚生労働省資料 https://www.mhlw.go.jp/content/000474499.pdf〔令和元年12月
24日訪問〕。
（41）酒井克彦＝臼倉真純「『事業専従者』の判断」税理61巻 6 号45頁（2018）。
（42）伊藤公哉「AI（人工知能）時代の働き方と税法―所得税法における給与所得の意
義と給与所得課税制度の展望」中央経済社編『AI・IT の進化と税務』31頁（中央経
済社2018）も参照。
